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公布された法令のあらまし 

 

収入証紙条例施行規則の一部を改正する規則（規則第16号） 

１ 消費税及び地方消費税の税率が改定されることに伴い、証紙売りさばき手数料の額について所要の整備を

行うこととした。 

２ 使用料及び手数料徴収条例の一部改正により、独立行政法人福祉医療機構による貸付金の借受けに関する

証明手数料が追加されることに伴い、所要の整備を行うこととした。 
 

規         則 

 

 収入証紙条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成26年３月31日 

                                   兵庫県知事 井 戸 敏 三  

兵庫県規則第16号 

収入証紙条例施行規則の一部を改正する規則 

収入証紙条例施行規則（昭和39年兵庫県規則第43号）の一部を次のように改正する。 

第９条第１項中「100分の105」を「100分の108」に改める。 

別表第１使用料及び手数料徴収条例に基づく手数料（同条例別表第４に掲げるもの）の項66を次のように改

める。 

66 その他の手数料 

 (1) 独立行政法人福祉医療機構による貸付金の借受けに関する証明手数料 

 (2) その他の証明手数料（知事が別に定めるものに限る。） 

   附 則 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 
 

告         示 

 

兵庫県告示第303号の２ 

 平成17年兵庫県告示第271号の３（長期継続契約を締結することができる契約）の一部を次のように改正し、

平成26年４月１日から適用する。 

  平成26年３月31日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三 

 本文中31の次に次のように加える。 

32 農機具を借り入れる契約 

兵庫県公報
発  行  人 

兵   庫   県 
神戸市中央区下山手通 

５丁目10番１号 

毎週火曜日及び金曜日発行、 

その日が休日のときはその翌日 （兵庫県民の旗＝県旗）平成26年３月31日 月曜日  第２号外 
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兵庫県告示第303号の３ 

 平成21年兵庫県告示第427号の３（収入証紙条例施行規則に規定するその他の証明手数料）の一部を次のよう

に改正し、平成26年４月１日から施行する。 

  平成26年３月31日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三 

本文中１から10までを次のように改める。 

１ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）に基づく保育士試験に合格したこと。 

２ 教育職員免許法（昭和24年法律第147号）に基づく教育職員の免許状を授与されたこと。 

３ 漁港漁場整備法（昭和25年法律第137号）に基づく輸送施設として県が管理する道路の幅員に関すること。 

４ 港湾法（昭和25年法律第218号）に基づく臨港交通施設として県が管理する道路の幅員に関すること。 

５ 採石法（昭和25年法律第291号）に基づく採石業務管理者試験に合格したこと、又は当該試験に合格した者

と同等以上の知識及び技能を有する旨の認定を受けていること。 

６ 行政書士法（昭和26年法律第４号）に基づく行政書士試験に合格したこと。 

７ 宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）に基づく宅地建物取引主任者資格試験に合格したこと。 

８ 宅地建物取引業法に基づく宅地建物取引主任者資格登録簿に登録を受けていること。 

９ 道路法（昭和27年法律第180号）に基づく一般国道又は県道として県が管理する道路の幅員に関すること。 

10 不動産の鑑定評価に関する法律（昭和38年法律第152号）に基づく不動産鑑定業者登録簿に登録を受けてい

ること。 

11 砂利採取法（昭和43年法律第74号）に基づく砂利採取業務主任者試験に合格したこと、又は当該試験に合

格した者と同等以上の知識及び技能を有する旨の認定を受けていること。 

12 貸金業法（昭和58年法律第32号）に基づく貸金業の登録を受けていること、又は受けていたこと。 

13 介護保険法（平成９年法律第123号）に基づく介護老人保健施設の開設許可を受けていること。 

14 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成20年法律第87号）に基づく長期優良住宅建築等計画の認定

等を受けていること。 

15 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律第84号）に基づく低炭素建築物新築等計画の認定等を

受けていること。 

16 屋外広告物条例（平成４年条例第22号）に基づく講習会の課程を修了したこと。 
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